予算要求資料
平成２９年度当初予算　支出科目　款：衛生費　項：環境管理費　目：環境管理推進費
	事業名　生物多様性に配慮した地域づくり普及推進費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）
環境生活部　自然環境保全課　生物多様性係　電話番号：058-272-1111（内2700）

E-mail：c11265@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　2,000千円（前年度予算額：1,000千円）

＜財源内訳＞
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,000
	0
	0
	0
	0
	0
	1,000
	0
	0

	要求額
	2,000
	0
	0
	0
	0
	0
	2,000
	0
	0

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　H24～28年度の第一期森林・環境基金事業や、H22年に名古屋市で開催されたCOP10と愛知目標の策定などを契機として高まった環境保全意識を継続・発展させるためには、県民や民間団体等が一体となって取組を推進していく必要がある。
　　　自治体・県民・民間団体等の各主体が、それぞれの立場で生物多様性の保全について考え、その保全に配慮した行動ができることを目指し、外来種への対策と、希少種の保存を軸とした啓発活動を行う。
（２）事業内容
○シンポジウム等の開催
研究者や民間団体等が行っている外来種防除の取り組みを紹介することで、住民・民間団体・企業・自治体等が、それぞれにできることを考える・実行するための機会作りを行う。
○外来生物リポーターの募集
アプリを使用して外来種の情報を収集及び公開することにより、外来種を身近な問題として捉えるきっかけを作る。
○絶滅危惧種を利用した生物多様性保全の普及啓発
県水産研究所で生息域外保全を行っているイタセンパラ等を利用し、関係機関の協力を得ながら、生物多様性の保全・再生の取り組みを紹介する普及啓発を行う。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　生物多様性基本法第５条により、地方公共団体は、生物多様性の保全及び持続可能な利用に関し、国の施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定及び実施する責務を有するとあり、県負担として妥当である。

（４）類似事業の有無
　　　無

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事　業　内　容　の　詳　細

	報償費
	292
	シンポジウム等の講師等の謝金

	旅費
	241
	シンポジウム等の講師等の旅費、業務旅費

	需用費
	1,218
	消耗品、パンフレット印刷代等

	委託費
	77
	写真電子ファイル化等

	その他
	172
	高速道路通行料金、通信費等

	計
	2,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　生物多様性ぎふ戦略、岐阜県環境基本計画
（２）国・他県の状況

　　　地域戦略策定済み都道府県　35都道府県（H27年度末現在）
（３）後年度の財政負担
生物多様性ぎふ戦略はH28年度末に改訂し、自然・社会情勢の変化及び県環境基本計画の動向により、５年を目途に見直す。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
「生物多様性ぎふ戦略」に基づき、外来種への対策と、希少種の保全を軸とした生物多様性に配慮した地域づくりを進める。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	シンポジウムでの
理解度アンケート

	－
（H  ）
	82％
（H25）

	90.7％
（H26）

	96.6％
（H27）
	100％
（H29）
	96.6

％


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・「ストップ外来生物シンポジウム」開催（参加人数：84人）
・アプリを活用した特定外来種の生息調査の実施


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　シンポジウムを関市で開催し、県民、市町村職員、建設事業者等に生物多様性保全の意識を高めることができた
　外来生物リポートアプリを使用して外来生物の生息情報を収集し、分布調査の一手法とするとともに、外来生物に関して広く県民に問題提起することができた。



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）
○
	「生物多様性ぎふ戦略」に掲げた、県民にとって「好ましい自然」とは何かをいつもみんなで考え続ける意識の醸成・取り組みの契機作りとして事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○
	シンポジウムの開催により、生物多様性の保全について考えるきっかけを広く提供し、行動を呼びかけることができた。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	（評価）

○
	シンポジウムの開催にあたっては、外部有識者の他、市民活動団体、市町村から講師を招聘し、県民・行政・専門家それぞれの立場からの意見を聴講することで、偏りのない普及啓発を実施できた。

外来生物リポートアプリの開発により、これまで行ってきた5年に1回の生息調査による状況把握に加え、特定外来種の発見時に情報収集できることから、早期対応に繋がった。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　生物多様性の概念をわかりやすく伝え、理解を進める手法について検討する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　生物多様性ぎふ戦略（H28年度改訂）により、生物多様性に配慮した地域づくりを進める。この計画は、自然環境・社会情勢の変化及び県環境基本計画の動向により、10年後（H38年度）の目指すべき姿を、概ね5年を目途に見直す計画である。


